
ファイル名:0000000_1_0253946502608.doc 更新日時:2014/08/12 20:19:00 印刷日時:14/08/12 20:22 

 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第25期第１四半期) 

 

 

 



ファイル名:0000000_3_0253946502608.doc 更新日時:2008/07/04 17:29:00 印刷日時:14/08/12 20:23 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:0000000_4_0253946502608.doc 更新日時:2014/08/12 20:22:00 印刷日時:14/08/12 20:23 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………２ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………３ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………３ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………３ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………５ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………５ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………６ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………７ 

１ 【四半期財務諸表】………………………………………………………………………………８ 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………12 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………13 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



  

  

【表紙】   

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月12日 

【四半期会計期間】 第25期第１四半期(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

【会社名】 株式会社シーティーエス 

【英訳名】 ＣＴＳ Ｃｏ., Ｌｔｄ． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  横 島 泰 蔵 

【本店の所在の場所】 長野県上田市古里115番地 

【電話番号】 0268-26-3700(代表) 

【事務連絡者氏名】 執行役員 管理部長  佐 藤 真 一 

【最寄りの連絡場所】 長野県上田市古里115番地 

【電話番号】 0268-26-3700(代表) 

【事務連絡者氏名】 執行役員 管理部長  佐 藤 真 一 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．平成25年12月13日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。平成26年３

月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

す。なお、平成26年３月期の１株当たり配当額については、株式分割後の金額を記載しており、実際の１株

当たり中間配当額は30.00円、期末配当額は16.00円となります。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

回次 
第24期 

第１四半期累計期間 
第25期 

第１四半期累計期間 
第24期 

会計期間 
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日 

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 1,276,364 1,478,199 5,475,284 

経常利益 (千円) 167,030 198,730 785,605 

四半期（当期）純利益 (千円) 101,900 128,458 489,853 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 425,996 425,996 425,996 

発行済株式総数 (株) 2,800,000 5,600,000 5,600,000 

純資産額 (千円) 2,352,160 2,757,854 2,693,807 

総資産額 (千円) 4,929,422 5,542,459 5,647,165 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 18.96 23.91 91.16 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 31.00 

自己資本比率 (％) 47.7 49.8 47.7 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

当社は、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保及び透明性があり健全なバランスシートの維持向上を財

務方針と掲げ取り組んでおります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間（平成26年４月１日～平成26年６月30日）におけるわが国経済は、政府による経済政策の

効果が下支えする中、企業収益の改善に伴う設備投資の増加、消費者物価の緩やかな上昇等、景気回復基調で推移

しております。 

当社の主要顧客である土木・建設業界は、復興投資、公共投資及び民間投資が堅調に推移し、工事量を確保する

など増加傾向にあるものの、労務・資材不足等による建設費用の高騰、入札不調や着工遅延等が見られるなどの懸

念材料により、不透明な環境で推移いたしました。 

このような状況のなか、当社におきましては、当事業年度（平成27年３月期）から平成30年３月期までの４ヵ年

を対象にした新中期経営計画をスタートいたしました。その中核となる方針は、「システム・測量計測事業を中心

に「建設ＩＣＴ」（※）分野の専門企業として全国ネットワークを構築する」及び「レンタル取引を主体とした、

現場代理人リピーター10,000人の獲得を目指す」であります。この方針を基に事業を着実に展開してまいりまし

た。 

当第１四半期累計期間の業績につきましては、主力事業のシステム事業及び測量計測事業が堅調に推移し、売上

高は前年同期を上回る実績となりました。 

利益面は、中核事業を中心に人員増加策などを実施したことにより販売費及び一般管理費が前年同期に比べ増加

いたしましたが、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに伴い、営業利益、経常利益、四半期純利益とも

に前年同期を上回る実績となりました。 

以上の結果、当第１四半期累計期間の実績は、売上高1,478,199千円（前年同期比15.8％増）、営業利益204,804

千円（前年同期比17.3％増）、経常利益198,730千円（前年同期比19.0％増）、四半期純利益128,458千円（前年同

期比26.1％増）となりました。 

  

※. 建設ＩＣＴ （Information and Communication Technology） 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

＜システム事業＞ 

当事業につきましては、システム機器及びアプリケーション等のレンタル・販売に関して、平成26年４月に熊本

支店を開設し、営業エリアの拡大を図るとともに、既存の営業拠点におきましても営業活動の強化、新規顧客の開

拓等を積極的に展開した結果、受注を堅調に確保することができ、当事業の売上高は537,056千円（前年同期比

4.2％増）となりました。利益面は、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに加え、販売費及び一般管理費

の削減に努めた結果、セグメント利益（営業利益）は80,115千円（前年同期比33.5％増）となりました。 

＜測量計測事業＞ 

当事業につきましては、測量機器及び計測システム等のレンタル・販売に関して、中期経営計画の方針に基づき

「建設ＩＣＴ」分野に注力した結果、受注を堅調に確保することができ、当事業の売上高は400,815千円（前年同期

比20.2％増）となりました。利益面は、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに伴い、セグメント利益

（営業利益）は53,679千円（前年同期比30.9％増）となりました。 
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＜ハウス備品事業＞ 

当事業につきましては、建設現場事務所用ユニットハウス及び什器備品等のレンタル・販売に関して、公共投資

等の増加に伴うユニットハウス需要が高まるものの、工事着工遅延等による稼働棟数の減少が影響し、当事業の売

上高は266,385千円（前年同期比1.6％減）となりました。利益面は、ハウス補修費等に加え、販売費及び一般管理

費が増加したことが影響し、セグメント利益（営業利益）は48,267千円（前年同期比12.5％減）となりました。 

＜環境安全事業＞ 

当事業につきましては、道路標示・標識及び環境・景観分野の工事並びに安全用品のレンタル・販売に関して、

専門分野である道路標示工事の受注が堅調に推移したことに加え、大型公共工事の完成に伴い、当事業の売上高は

273,942千円（前年同期比74.8％増）となりました。利益面は、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに伴

い、セグメント利益（営業利益）は22,742千円（前年同期比23.9％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期会計期間末の財政状態につきましては、総資産が5,542,459千円となり、前事業年度末と比較して 

104,705千円減少いたしました。 

流動資産は2,684,119千円となり、前事業年度末と比較して30,278千円減少いたしました。主な要因は、現金及び

預金の増加113,353千円があった一方で、受取手形及び売掛金の減少49,492千円、たな卸資産の減少28,972千円及び

その他流動資産の減少65,180千円があったことによるものであります。 

固定資産は2,858,339千円となり、前事業年度末と比較して74,427千円減少いたしました。主な要因は、リース資

産の減少102,094千円によるものであります。 

負債は2,784,605千円となり、前事業年度末と比較して168,751千円減少いたしました。主な要因は、未払法人税

等の減少129,602千円によるものであります。 

純資産は2,757,854千円となり、前事業年度末と比較して64,046千円増加いたしました。主な要因は、四半期純利

益128,458千円を計上した一方で、剰余金の配当85,977千円を行ったことによるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は49.8％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 19,000,000 

計 19,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成26年８月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 5,600,000 5,600,000 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数は100株で
あります。   

計 5,600,000 5,600,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年６月30日 ― 5,600,000 ─ 425,996 ─ 428,829 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年６月30日現在 

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年６月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 226,400
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,372,600 
53,726 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,000 
― ― 

発行済株式総数 5,600,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 53,726 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社シーティーエス 
長野県上田市古里115 226,400 ─ 226,400 4.0 

計 ― 226,400 ─ 226,400 4.0 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年3月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年6月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,384,543 1,497,896 

    受取手形及び売掛金 1,038,881 989,389 

    たな卸資産 172,691 143,719 

    その他 131,294 66,113 

    貸倒引当金 △13,012 △12,999 

    流動資産合計 2,714,398 2,684,119 

  固定資産     

    有形固定資産     

      レンタル資産（純額） 34,217 31,510 

      建物（純額） 243,448 240,746 

      土地 777,810 777,810 

      リース資産（純額） 1,570,337 1,468,243 

      その他（純額） 102,273 94,302 

      有形固定資産合計 2,728,087 2,612,612 

    無形固定資産 40,796 46,983 

    投資その他の資産     

      投資その他の資産 165,183 200,451 

      貸倒引当金 △1,300 △1,707 

      投資その他の資産合計 163,883 198,743 

    固定資産合計 2,932,766 2,858,339 

  資産合計 5,647,165 5,542,459 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 747,957 849,929 

    未払法人税等 195,490 65,888 

    その他 702,218 646,974 

    流動負債合計 1,645,667 1,562,792 

  固定負債     

    リース債務 1,128,897 1,037,947 

    その他 178,792 183,865 

    固定負債合計 1,307,689 1,221,813 

  負債合計 2,953,357 2,784,605 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 425,996 425,996 

    資本剰余金 428,829 428,829 

    利益剰余金 1,879,985 1,922,466 

    自己株式 △91,383 △91,383 

    株主資本合計 2,643,427 2,685,908 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 50,380 71,945 

    評価・換算差額等合計 50,380 71,945 

  純資産合計 2,693,807 2,757,854 

負債純資産合計 5,647,165 5,542,459 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期累計期間 
(自 平成25年4月1日 

 至 平成25年6月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成26年4月1日 

 至 平成26年6月30日) 

売上高 1,276,364 1,478,199 

売上原価 760,221 904,214 

売上総利益 516,143 573,985 

販売費及び一般管理費 341,582 369,180 

営業利益 174,560 204,804 

営業外収益     

  受取利息 7 4 

  受取配当金 505 1,200 

  受取地代家賃 540 540 

  物品売却益 － 2,011 

  その他 450 1,133 

  営業外収益合計 1,502 4,889 

営業外費用     

  支払利息 8,628 10,559 

  その他 404 404 

  営業外費用合計 9,032 10,964 

経常利益 167,030 198,730 

税引前四半期純利益 167,030 198,730 

法人税、住民税及び事業税 63,174 64,038 

法人税等調整額 1,956 6,233 

法人税等合計 65,130 70,271 

四半期純利益 101,900 128,458 
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【注記事項】 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

  

(株主資本等関係) 

  

前第１四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

(注) 平成25年12月13日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割

に伴う影響を加味して計算した場合の数値を( )内に記載しております。 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

  
前第１四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

減価償却費 100,902千円 128,382千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月14日 
定時株主総会 

普通株式 67,170 
25.00 

(12.50) 
平成25年３月31日 平成25年６月17日 利益剰余金 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月13日 
定時株主総会 

普通株式 85,977 16.00 平成26年３月31日 平成26年６月16日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

  

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円)

(注)  セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円)

(注)  セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 

  

報告セグメント 

調整額 

四半期 
損益計算書 
計上額 
(注) 

システム 
事業 

測量計測 
事業 

ハウス備品
事業 

環境安全 
事業 

計 

売上高               

 外部顧客への売上高 515,427 333,560 270,659 156,716 1,276,364 ─ 1,276,364 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 515,427 333,560 270,659 156,716 1,276,364 ─ 1,276,364 

セグメント利益 60,013 41,021 55,167 18,357 174,560 ─ 174,560 
 

  

報告セグメント 

調整額 

四半期 
損益計算書 
計上額 
(注) 

システム 
事業 

測量計測 
事業 

ハウス備品
事業 

環境安全 
事業 

計 

売上高               

 外部顧客への売上高 537,056 400,815 266,385 273,942 1,478,199 ― 1,478,199 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 537,056 400,815 266,385 273,942 1,478,199 ― 1,478,199 

セグメント利益 80,115 53,679 48,267 22,742 204,804 ― 204,804 
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(１株当たり情報) 

  
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．当社は、平成25年12月13日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

当社は、平成26年７月31日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。当該株式分割の内容は、次のとおりであります。 

１．目的 

投資家の皆様にとって、より投資しやすい環境を整えるため、株式分割を実施し、投資単位当たりの金額を

引き下げ、株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的とするものであります。 

２．株式分割の割合及び時期：平成26年８月22日付けをもって平成26年８月21日の株主名簿に記録された株主の

所有株式数を１株に付き２株の割合をもって分割する。 

３．分割により増加する株式数 普通株式5,600,000株 

４．前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ

次のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 18円96銭 23円91銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 101,900 128,458 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 101,900 128,458 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,373,600 5,373,600 
 

項目 
前第１四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 ９円48銭 11円95銭 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成26年７月31日

株 式 会 社 シ ー テ ィ ー エ ス

取 締 役 会 御 中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シー

ティーエスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第25期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シーティーエスの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 五 十 幡 理 一 郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 松 聡 印

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【会社名】 株式会社シーティーエス 
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  横 島 泰 蔵 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 長野県上田市古里115番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長横島泰蔵は、当社の第25期第１四半期（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 




